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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 中間連結財務諸表を作成しているため、提出会社の「１株当たり純資産額」「１株当たり中間(当期)純利

益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」については、記載を省略しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第27期中 第28期中 第29期中 第27期 第28期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

 売上高 (百万円) 46,346 45,237 49,890 94,596 93,557

 経常利益 (百万円) 8,319 9,383 8,655 15,277 17,689

 中間(当期)純利益 (百万円) 4,706 5,530 4,921 8,678 9,749

 純資産額 (百万円) 78,066 87,452 97,608 81,956 92,192

 総資産額 (百万円) 99,804 109,500 122,121 108,220 115,335

 １株当たり純資産額 (円) 1,869.08 2,090.77 2,294.50 1,959.26 2,190.76

 １株当たり中間 
 (当期)純利益

(円) 112.67 132.20 116.95 207.69 232.65

 潜在株式調整後１株当 
 たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

 自己資本比率 (％) 78.3 79.9 79.1 75.7 79.9

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) 2,239 5,660 183 11,701 11,540

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △1,428 △1,457 △1,155 △2,886 △2,300

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △212 △297 △442 △506 △101

 現金及び現金同等物の 
 中間期末(期末)残高

(百万円) 2,309 13,923 17,742 10,018 19,157

 従業員数 (名) 770 742 744 767 736

(2) 提出会社の経営指標等

 売上高 (百万円) 36,534 34,975 38,923 76,416 74,021

 経常利益 (百万円) 6,667 6,670 6,494 12,124 13,038

 中間(当期)純利益 (百万円) 3,928 4,207 3,908 7,077 7,957

 資本金 (百万円) 8,769 8,769 8,769 8,769 8,769

 発行済株式総数 (千株) 42,279 42,279 42,279 42,279 42,279

 純資産額 (百万円) 70,241 79,131 86,203 74,968 82,850

 総資産額 (百万円) 87,950 98,421 111,478 99,300 106,973

 １株当たり配当額 (円) 7.00 8.00 16.00 14.00 18.00

 自己資本比率 (％) 79.9 80.4 77.3 75.5 77.4

 従業員数 (名) 448 439 434 452 433



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当中間連結会計期間において、労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  

事業部門 従業員数(名)

鉄鋼業 569

卸売業 18

運輸業 157

合計 744

従業員数(名) 434



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益の改善を背景に設備投資が堅調に推移するとともに、

雇用環境の改善により個人消費が増加するなど景気回復基調を維持しました。 

 鉄鋼業界におきましては、高炉メーカーを中心に引き続き、自動車・造船・産業機械・電気機械など

製造業向け需要が堅調に推移したことから粗鋼生産量は前年同期を上回る5,806万トンと上半期の生産

量としては過去３番目の高水準となりました。 

普通鋼電炉業界は、主要な需要先である国内建設分野において公共工事の低迷が続いているものの、民

間設備投資が拡大し、住宅・非住宅向け需要が底堅く推移したことから、需要全体としては微増となり

ました。一方、主原料である鉄スクラップ価格は前年同期に比べ高値で推移いたしました。 

 当社グループは、このような経営環境のなか、需要に見合った生産に徹するとともに鋼材価格の維

持・改善を最優先とした営業活動を展開してまいりました。この結果、当中間連結会計期間の当社グル

ープにおける鋼材売上数量は63万6千トン(前年同期実績58万6千トン)、鋼材売上高は399億4千2百万円

（前年同期実績362億8千5百万円）、鋼片と加工製品などを合わせた総売上高は498億9千万円（前年同

期実績452億3千7百万円）と、売上数量・売上高ともに前年同期に比べ増加いたしました。一方、収益

面では、スクラップ価格が高値で推移するなか、鋼材価格の維持・改善に加えグループ全社を挙げてコ

スト削減・体質強化に取り組みました結果、経常利益は86億5千5百万円（前年同期実績93億8千3百万

円）、中間純利益は49億2千1百万円（前年同期実績55億3千万円）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間のキャッシュ・フローについては、営業活動により183百万円増加し、投資活動

により1,155百万円減少し、財務活動により442百万円減少し、この結果、現金及び現金同等物は1,414

百万円の減少となり、中間期末残高は17,742百万円（前年同期比27.4％増）となりました。 

（営業活動によるキャッシュフロー） 

 営業活動の結果得られた資金は183百万円（前中間連結会計期間5,660百万円の収入）となりました。

 収入の主な内訳は、税金等調整前中間純利益8,655百万円、減価償却費1,769百万円、仕入債務の増加

3,272百万円であり、支出の主な内訳は、売上債権の増加9,015百万円及び法人税等の支払額4,193百万

円であります。 

（投資活動によるキャッシュフロー） 

 投資活動の結果使用した資金は1,155百万円（前中間連結会計期間1,457百万円の支出）となりまし

た。 

 これは、主に有形固定資産の取得による支出であります。 

（財務活動によるキャッシュフロー） 

 財務活動の結果使用した資金は442百万円（前中間連結会計期間297百万円の支出）となりました。 

 これは、主に配当金の支払によるものです。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産高 

(当中間連結会計期間) 

  

 
  

(2) 受注実績 

(当中間連結会計期間) 

  

 
(注) 金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

(3) 販売実績 

(当中間連結会計期間) 

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
  (注) 当中間連結会計期間の㈱メタルワンについては、当該割合が100分の10未満のため記載を省略してお 

   ります。 

２ 金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

  

品目 生産数量(千トン) 前年同期増減率(％)

鋼片 794 3.3

鋼材 628 7.7

品目 受注高(百万円)
前年同期増減率

(％)
受注残高(百万円)

前年同期増減率 
(％)

鋼材・鋼片及び加工製品 51,936 13.8 11,587 21.5

品目 販売高(百万円) 前年同期増減率(％)

鋼材 39,942 10.1

鋼片及び加工製品他 9,948 11.1

合計 49,890 10.3

相手先

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

日鐡商事㈱ 8,199 18.1 7,300 14.6

三井物産㈱ 5,810 12.8 5,957 11.9

㈱メタルワン 4,719 10.4 ― ―



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)の事業上及び財務上の対処すべ

き課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間連結会計期間において、特記すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、特記すべき事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 113,812,700

計 113,812,700

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月25日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 42,279,982 42,279,982

東京証券取引所
(市場第一部) 
大阪証券取引所 
(市場第一部)

―

計 42,279,982 42,279,982 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年９月30日 ― 42,279 ― 8,769 ― 11,771



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注)１ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
  

  ２ アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問㈱から、平成18年６月14日付の大量保有報告書の写しの送付があ

り、同日現在で2,140千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点にお

ける実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

 なお、アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問㈱の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりでありま

す。 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

新日本製鐵㈱ 東京都千代田区大手町２丁目６―３ 25,629 60.62

日本トラスティ・サービス 
信託銀行㈱

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,498 3.54

資産管理サービス信託銀行㈱
東京都中央区晴海１丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟

1,335 3.16

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505019 
（常任代理人 ㈱みずほコーポ
レート銀行兜町証券決済業務
室）

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX 
518 IFSC DURLIN,IRELAND 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

1,201 2.84

日本マスタートラスト 
信託銀行㈱

東京都港区浜松町２丁目11番３号 825 1.95

シービーエヌワイ ディエフエ
イ インターナショナル キャ
ップ バリュー ポートフォリ
オ 
（常任代理人 シティバンク・
エヌ・エイ東京支店）

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA MONICA
CA 90401 USA 
(東京都品川区東品川２丁目３番14号)

573 1.36

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 504 1.19

三井物産㈱ 東京都千代田区大手町１丁目２―１ 480 1.14

日興シティー信託銀行㈱ 東京都品川区東品川２丁目３番14号 360 0.85

㈱メタルワン 東京都港区芝３丁目23番１号 309 0.73

計 ― 32,717 77.38

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 1,498千株

資産管理サービス信託銀行㈱ 1,335千株

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 825千株

日興シティー信託銀行㈱ 360千株

大量保有者 アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問㈱

住所 東京都港区白金１丁目17番３号

保有株券等の数 株式 2,140,500株

株券等保有割合 5.06％



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。なお、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれておりません。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式６株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 199,100
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

42,017,000
420,168 ―

単元未満株式
 
普通株式 63,882 ― ―

発行済株式総数 42,279,982 ― ―

総株主の議決権 ― 420,168 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
大阪製鐵㈱

大阪市大正区南恩加島 
１丁目９番３号

199,100 ― 199,100 0.47

計 ― 199,100 ― 199,100 0.47

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,740 2,440 2,105 2,290 2,440 2,465

最低(円) 2,320 2,010 1,685 1,720 2,025 1,892



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び第28期中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸

表及び中間財務諸表については、中央青山監査法人の中間監査を受け、当中間連結会計期間(平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで)及び第29期中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、あずさ監査法人及びみすず監査法人の中間監査を

受けております。 

 なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、

みすず監査法人となりました。 

 また、当中間連結会計期間より新たに監査人としてあずさ監査法人を選任しております。 

前中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第28期中間会計期間の中間財務諸表 中央青山監査法人 

当中間連結会計期間の中間連結財務諸表及び第29期中間会計期間の中間財務諸表 あずさ監査法人、みすず監査法人



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

資産の部 

  

 

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 464 776 248

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

※１ 25,297 37,062 28,046

 ３ 有価証券 42 42 42

 ４ 棚卸資産 9,379 8,903 8,618

 ５ 繰延税金資産 1,334 1,173 1,294

 ６ 預け金 ※２ 13,458 16,966 18,908

 ７ その他 ※３ 649 154 648

 ８ 貸倒引当金 △30 △18 △20

(流動資産合計) 50,595 46.2 65,060 53.3 57,787 50.1

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産

  １ 建物及び 
    構築物

18,425 18,529 18,353

    減価償却 
    累計額

10,151 8,273 10,473 8,056 10,235 8,118

  ２ 機械装置 
    及び運搬具

47,144 47,935 47,305

    減価償却 
    累計額

31,969 15,175 34,049 13,886 32,997 14,307

  ３ 工具器具 
    及び備品

3,970 4,363 4,106

    減価償却 
    累計額

2,392 1,578 2,905 1,457 2,658 1,447

  ４ 土地 29,797 29,749 29,638

  ５ 建設仮勘定 594 389 530

   有形固定資産 
   合計

55,419 50.6 53,538 43.8 54,042 46.9

 (2) 無形固定資産

  １ ソフト 
    ウェア

276 306 371

  ２ 施設利用権 17 16 16

   無形固定資産 
   合計

293 0.3 323 0.3 388 0.3

 (3) 投資その他の 
   資産

  １ 投資 
    有価証券

1,979 2,267 2,495

  ２ 長期貸付金 4 5 6

  ３ 繰延税金 
    資産

1,093 438 492

  ４ その他 ※３ 138 551 176

  ５ 貸倒引当金 △22 △64 △54

   投資その他の 
   資産合計

3,192 2.9 3,198 2.6 3,116 2.7

(固定資産合計) 58,905 53.8 57,061 46.7 57,547 49.9

   資産合計 109,500 100.0 122,121 100.0 115,335 100.0



負債の部 

  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

※１ 8,812 12,071 8,798

 ２ 未払法人税等 3,795 3,468 4,217

 ３ 修繕引当金 905 1,046 1,061

 ４ 役員賞与 
   引当金

30 ― 61

 ５ その他 2,784 2,973 2,966

(流動負債合計) 16,328 14.9 19,560 16.0 17,106 14.8

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 2,522 2,576 2,766

 ２ 退職給付 
   引当金

1,807 1,789 1,785

 ３ 役員退職慰労 
   引当金

132 159 149

 ４ 連結調整勘定 380 ― 329

 ５ 負ののれん ― 279 ―

 ６ その他 129 147 141

(固定負債合計) 4,971 4.5 4,952 4.1 5,173 4.5

   負債合計 21,299 19.4 24,513 20.1 22,279 19.3



少数株主持分及び資本の部ならびに純資産の部 

  

 

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

  少数株主持分 748 0.7 ― ― 863 0.8

Ⅰ 資本金 8,769 8.0 ― ― 8,769 7.6

Ⅱ 資本剰余金 10,249 9.4 ― ― 10,648 9.2

Ⅲ 利益剰余金 67,901 62.0 ― ― 71,783 62.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

784 0.7 ― ― 1,106 1.0

Ⅴ 自己株式 △252 △0.2 ― ― △116 △0.1

   資本合計 87,452 79.9 ― ― 92,192 79.9

   負債、少数 
   株主持分及び 
   資本合計

109,500 100.0 ― ― 115,335 100.0

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 8,769 ―

 ２ 資本剰余金 ― 10,648 ―

 ３ 利益剰余金 ― 76,284 ―

 ４ 自己株式 ― △119 ―

(株主資本合計) ― ― 95,583 78.3 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額 
  等

 １ その他有価証 
   券評価差額金

― 970 ―

   (評価・換算差 
    額等合計)

― ― 970 0.8 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 1,053 0.8 ― ―

   純資産合計 ― ― 97,608 79.9 ― ―

   負債及び 
   純資産合計

― ― 122,121 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

   
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 45,237 100.0 49,890 100.0 93,557 100.0

Ⅱ 売上原価 32,829 72.6 38,212 76.6 69,504 74.3

   売上総利益 12,407 27.4 11,678 23.4 24,053 25.7

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

 １ 運搬費 1,785 1,868 3,761

 ２ 給料諸手当 359 377 744

 ３ 役員賞与 
   引当金繰入額

30 ― 61

 ４ 退職給付 
   引当金繰入額

23 21 45

 ５ 役員退職慰労 
   引当金繰入額

29 20 46

 ６ 貸倒引当金 
   繰入額

26 10 47

 ７ 減価償却費 51 50 114

 ８ その他 605 2,911 6.4 757 3,106 6.2 1,242 6,064 6.5

   営業利益 9,495 21.0 8,571 17.2 17,988 19.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 13 19 18

 ２ 受取配当金 12 12 20

 ３ 連結調整勘定 
   償却額

50 ― 100

 ４ 負ののれん 
   償却額

― 50 ―

 ５ 賃貸料 82 75 158

 ６ その他 48 207 0.4 128 286 0.5 142 441 0.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 出向者給料等 
   負担金

60 94 111

 ２ 固定資産 
   除却損

203 84 290

 ３ その他 55 319 0.7 23 202 0.4 339 740 0.8

   経常利益 9,383 20.7 8,655 17.3 17,689 18.9

   税金等調整前 
   中間(当期) 
   純利益

9,383 20.7 8,655 17.3 17,689 18.9

   法人税、 
   住民税及び 
   事業税

3,543 3,446 6,849

   法人税等 
   調整額

37 3,581 7.9 77 3,523 7.0 703 7,553 8.1

   少数株主利益 272 0.6 210 0.4 386 0.4

   中間(当期) 
   純利益

5,530 12.2 4,921 9.9 9,749 10.4



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 10,249 10,249

Ⅱ 資本剰余金増加高

  １ 自己株式処分差益 ― ― 399 399

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

10,249 10,648

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 62,666 62,666

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 5,530 5,530 9,749 9,749

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 294 294 631 631

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

67,901 71,783



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,769 10,648 71,783 △116 91,085

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） ― ― △420 ― △420

 中間純利益 ― ― 4,921 ― 4,921

 自己株式の取得 ― ― ― △3 △3

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 4,500 △3 4,497

平成18年９月30日残高(百万円) 8,769 10,648 76,284 △119 95,583

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,106 1,106 863 93,055

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） ― ― ― △420

 中間純利益 ― ― ― 4,921

 自己株式の取得 ― ― ― △3

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△135 △135 190 55

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△135 △135 190 4,553

平成18年９月30日残高(百万円) 970 970 1,053 97,608



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間 
   (当期)純利益

9,383 8,655 17,689

 ２ 減価償却費 1,962 1,769 3,986

 ３ 連結調整勘定償却額 △50 ― △100

 ４ 負ののれん償却額 ― △50 ―

 ５ 貸倒引当金の増加額 17 7 38

 ６ 退職給付引当金の増加額 
   又は減少額

8 3 △12

 ７ 役員退職慰労引当金の 
   増加額又は減少額

△24 10 △7

 ８ 修繕引当金の増加額又は 
   減少額

60 △15 216

 ９ 役員賞与引当金の増加額 
   又は減少額

△24 △61 7

 10 受取利息及び受取配当金 △26 △31 △39

 11 有形固定資産除却損 203 56 290

 12 投資有価証券の売却益 ― △0 △0

 13 有形固定資産の売却益 ― ― △0

 14 有形固定資産の売却損 13 0 187

 15 ゴルフ会員権評価損 1 ― 1

 16 売上債権の減少額 
   又は増加額

3,086 △9,015 337

 17 棚卸資産の増加額 △1,388 △284 △627

 18 仕入債務の増加額又は 
   減少額

△1,284 3,272 △1,298

 19 その他 △709 28 △711

    小計 11,230 4,345 19,957

 20 利息及び配当金の受取額 26 31 39

 21 法人税等の支払額 △5,597 △4,193 △8,455

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

5,660 183 11,540



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 投資有価証券の 
   売却による収入

― 0 0

 ２ 有形固定資産の 
   売却による収入

5 3 63

 ３ 有形固定資産の 
   取得による支出

△1,413 △1,158 △2,260

 ４ 無形固定資産の 
   取得による支出

△27 △1 △109

 ５ 長期貸付金の回収による 
   収入

0 0 1

 ６ 長期貸付金の増加による 
   支出

△2 ― △4

 ７ その他投資等による収入 ― 0 57

 ８ その他投資等による支出 △20 △0 △47

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,457 △1,155 △2,300

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 自己株式の売却による 
   収入

― ― 537

 ２ 自己株式の取得による 
   支出

△3 △3 △9

 ３ 配当金の支払額 △294 △419 △629

 ４ 少数株主への配当金の 
   支払額

― △19 ―

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△297 △442 △101

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増加額又は減少額

3,904 △1,414 9,139

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

10,018 19,157 10,018

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

13,923 17,742 19,157



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

(1) 連結の範囲に関す

る事項

連結子会社(５社)

 日本スチール㈱

 新北海鋼業㈱

 大阪物産㈱

 大阪新運輸㈱

 西鋼物流㈱

連結子会社(５社)

同左

 

連結子会社(５社)

同左

非連結子会社 

 該当事項はありません。

非連結子会社 

     同左

非連結子会社 

     同左

(2) 持分法の適用に関

する事項

持分法を適用した非連結子

会社又は関連会社 

 該当事項はありません。

持分法を適用した非連結子

会社又は関連会社

同左

持分法を適用した非連結子

会社又は関連会社

同左

持分法を適用しない非連結

子会社又は関連会社 

 該当事項はありません。

持分法を適用しない非連結

子会社又は関連会社

同左

持分法を適用しない非連結

子会社又は関連会社

同左

(3) 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

 連結子会社の中間決算日

は、中間連結決算日と一致

しております。

同左  連結子会社の決算日は、

全て連結決算日と同じであ

ります。

(4) 会計処理基準に関

する事項

 (イ)重要な資産の評

価基準及び評価

方法

(Ⅰ)有価証券

  その他有価証券

  (ア)時価のあるもの

    中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は、全部資本直入

法により処理し、

売却原価は移動平

均法により算定)

によっておりま

す。

(Ⅰ)有価証券

  その他有価証券

  (ア)時価のあるもの

    中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は、全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定)によっており

ます。

(Ⅰ)有価証券

  その他有価証券

  (ア)時価のあるもの

    決算末日の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は、

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定)によ

っております。

  (イ)時価のないもの

    主として総平均法

による原価法によ

っております。

  (イ)時価のないもの

同左

  (イ)時価のないもの

同左

(Ⅱ)棚卸資産

製品、半製品、原材

料、貯蔵品について

は、主として後入先出

法による原価法、仕掛

品については、個別法

による原価法によって

おります。

(Ⅱ)棚卸資産

同左

(Ⅱ)棚卸資産

同左



項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

 (ロ)重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

(Ⅰ) 有形固定資産

  連結子会社の一部及び

平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物

附属設備を除く)につ

いては定額法、その他

は定率法によっており

ます。

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法

人税法に規定する方法

と同一の基準によって

おります。

(Ⅰ) 有形固定資産

同左

(Ⅰ) 有形固定資産

同左

(Ⅱ) 無形固定資産

  定額法を採用しており

ます。

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。

  ただし、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における利用

可能期間(５年)に基づ

く定額法によっており

ます。

(Ⅱ) 無形固定資産

同左

(Ⅱ) 無形固定資産

同左

 (ハ)重要な引当金の

計上基準

(Ⅰ)貸倒引当金

  売上債権等の貸倒損失

に備えるため、一般債

権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債

権等については個別に

回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上

しております。

(Ⅰ)貸倒引当金

同左

(Ⅰ)貸倒引当金

同左

(Ⅱ)修繕引当金

  設備の定期的な修繕に

備えて、次回修繕見積

金額と次回修繕までの

稼働期間を勘案して計

上しております。

(Ⅱ)修繕引当金

同左

(Ⅱ)修繕引当金

同左



項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

(Ⅲ)役員賞与引当金

  定時株主総会での承認

を条件に支給される役

員賞与に備えるため、

当連結会計年度発生見

込額に基づき、当中間

連結会計期間末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。

(Ⅲ)役員賞与引当金

  定時株主総会での承認

を条件に支給される役

員賞与に備えるため、

当連結会計年度発生見

込額に基づき、当中間

連結会計期間末におい

て発生していると認め

られる額を計上するこ

ととしております。 

なお、当中間連結会計

期間において、役員報

酬及び役員賞与の算定

及び支給方法を見直し

た結果、当中間連結会

計期間に係る負担額は

ありません。

(Ⅲ)役員賞与引当金

  定時株主総会での承認

を条件に支給される役

員賞与に備えるため、

支給見込額に基づき計

上しております。

(Ⅳ)退職給付引当金 

従業員の退職金の支払

に備えるため、当連結

会計年度末における退

職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末

において発生している

と認められる額を計上

しております。 

なお、数理計算上の差

異については、差異発

生時の従業員の平均残

存期間以内の一定の年

数(７年)による按分額

を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用

処理しております。

(Ⅳ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中

間連結会計期間末にお

いて発生していると認

められる額を計上して

おります。 

なお、数理計算上の差

異については、差異発

生時の従業員の平均残

存期間以内の一定の年

数(７年)による按分額

を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用

処理しております。

(Ⅳ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計

年度末における退職給

付債務及び年金資産の

見込額に基づき、計上

しております。 

なお、数理計算上の差

異については、差異発

生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定

の年数(７年)による按

分額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費

用処理しております。

(Ⅴ)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支

払に備えるため、会社

内規による必要額を計

上しております。

(Ⅴ)役員退職慰労引当金

同左

(Ⅴ) 役員退職慰労引当金

同左

 (ニ)消費税等の会計

処理

  税抜方式によっており

ます。

同左 同左



項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

 (ホ)税効果会計   当中間連結会計期間に

係る納付税額及び法人

税等調整額は、当連結

会計年度において予定

している利益処分によ

る圧縮積立金の積立て

及び取崩しを前提とし

て、当中間連結会計期

間に係る金額を計算し

ております。

  当中間連結会計期間に

係る納付税額及び法人

税等調整額は、当連結

会計年度において予定

している圧縮積立金の

積立て及び取崩しを前

提として、当中間連結

会計期間に係る金額を

計算しております。

―――

(5) 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書(連

結キャッシュ・フロー

計算書)における資金

の範囲

   手許現金、随時引き出

し可能な預金および容

易に換金可能であり、

かつ、価値の変動リス

クが僅少な短期投資を

計上しております。

同左 同左



会計処理の変更 

  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

退職給付引当金 

 当中間連結会計期間より「「退職

給付に係る会計基準」の一部改正」

（企業会計基準第３号 平成17年３

月16日）及び「「退職給付に係る会

計基準」の一部改正に関する適用指

針」（企業会計基準適用指針第７号

平成17年３月16日）を適用しており

ます。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益はそれぞ

れ12百万円増加しております。

――― 退職給付引当金 

 当連結会計年度より「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正」（企

業会計基準第３号 平成17年３月16

日）及び「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第７号 平

成17年３月16日）を適用しておりま

す。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益は25百万

円増加しております。

――― 貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は96,554百万円であ

ります。 

 当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部につい

ては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表

規則により作成しております。

―――



表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

――― （中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」と

して掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「負ののれん」と表示しております。

――― （中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期

間から「負ののれん償却額」と表示しております。

――― （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期

間から「負ののれん償却額」と表示しております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

――― ※１ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理をして

おります。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末日残高に含まれております。 

 

  受取手形  585百万円 

  支払手形  237百万円

―――

※２ 新日本製鐵㈱連結ＣＭＳへの

参加に伴う預け金であります。

※２     同左 ※２     同左

――― ※３ 従来、流動資産の「その他」

に含めて計上していた前払年金

費用は、長期的な性格を有する

ものであるので、当中間連結会

計期間より、投資その他の資産

の「その他」にて計上しており

ます（当中間連結会計期間末

368百万円）。なお、前中間連

結会計期間末残高は441百万

円、前連結会計年度末残高は

447百万円であります。

―――



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   1,358株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるも

の 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 42,279 ― ― 42,279

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 197,748 1,358 ― 199,106

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 420 10.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年９月14日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 673 16.00 平成18年９月30日 平成18年11月24日

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

現金及び預金 464百万円

有価証券 42

預け金 13,458

計 13,965

債券 △42

現金及び 
現金同等物

13,923

 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

現金及び預金 776百万円

有価証券 42

預け金 16,966

計 17,784

債券 △42

現金及び 
現金同等物

17,742

 

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金 248百万円

有価証券 42

預け金 18,908

計 19,199

債券 △42

現金及び
現金同等物

19,157



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

① 株式 601 1,923 1,321

② 債券

国債・地方債等 6 6 0

合計 607 1,929 1,321

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式 56

② 国債・地方債等 36

合計 92

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

① 株式 576 2,210 1,634

合計 576 2,210 1,634

内容
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式 56

② 国債・地方債等 42

合計 98



前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

① 株式 576 2,439 1,862

② 債券

国債・地方債等 6 6 0

合計 582 2,445 1,862

内容
連結貸借対照表計上額

(百万円)

① 非上場株式 56

② 国債・地方債等 36

合計 92

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

当社及び連結子会社は、デリバティ

ブ取引を全く行っておりませんの

で、該当事項はありません。

同左 同左



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度 

当社及び連結子会社は、普通鋼の生産及び製品等の販売を営んでいる単一の事業で、該当事項はあり

ません。 

なお、主要製品は、形鋼、レール、平鋼及び棒鋼等の鋼材製品であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の国に属する主な国又は地域 
 (1) アジア……韓国、中国、台湾 
 (2) 北米他……米国 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間 

海外売上高が連結売上高の6.2％と、10％を大幅に下回ったため、海外売上高の記載を省略しており

ます。 
  
  

前連結会計年度 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の国に属する主な国又は地域 
 (1) アジア……韓国、台湾 
 (2) 北米他……米国 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

アジア 北米他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,055 139 4,195

Ⅱ 連結売上高(百万円) 45,237

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

9.0 0.3 9.3

アジア 北米他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 8,109 226 8,336

Ⅱ 連結売上高(百万円) 93,557

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

8.7 0.2 8.9



(１株当たり情報) 

  

 
  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

１株当たり純資産額 2,090.77円 １株当たり純資産額 2,294.50円 １株当たり純資産額 2,190.76円

１株当たり中間純利益 132.20円 １株当たり中間純利益 116.95円 １株当たり当期純利益 232.65円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

算定上の基礎

１株当たり純資産額

 中間連結貸借対照表の純資産の部

の合計額 97,608百万円

 普通株式に係る純資産額

96,554百万円

 差額の主な内訳

少数株主持分 1,053百万円

 普通株式の発行済株式数

42,279,982株

 普通株式の自己株式数

199,106株

 １株当たり純資産の算定に用い  

 られた普通株式の数

42,080,876株

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。

 

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

 中間連結損益計算書上の中間純利

益 5,530百万円

 普通株式に係る中間純利益

5,530百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

41,829,386株

 

１株当たり中間純利益

 中間連結損益計算書上の中間純利

益 4,921百万円

 普通株式に係る中間純利益

4,921百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

42,081,470株

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

 連結損益計算書上の当期純利益

9,749百万円

 普通株式に係る当期純利益

9,749百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

  該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数

41,902,822株



(重要な後発事象) 

  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

――― 東京鋼鐵株式会社の完全子会社化に

ついて 

 当社は、平成18年10月26日開催の

取締役会において、平成19年３月31

日を株式交換の日として、東京鋼鐵

株式会社を完全子会社とする株式交

換契約を承認し、同日、締結いたし

ました。

(1)株式交換による完全子会社化 

の目的 

 両社の主要分野である国内

一般形鋼マーケットは、建設

需要の落ち込みから今後も縮

小し、海外からの輸入材の影

響を含め競争が一層激化する

ものと見込まれます。このよ

うな状況に適切に対応し持続

的な成長を実現するため、株

式交換による企業再編を行

い、いかなる環境にも対応で

きる経営基盤の確立を目指す

ものであります。 

 生産・販売基盤の異なる両

社をグループとして一体運営

することにより、技術力をは

じめとする経営資源の一層の

有効活用と、生産・販売・物

流面の最適化を図ること、具

体的には、関東・関西の両拠

点をフル活用し、物流コスト

を中心としたコスト競争力お

よび生産対応力を強化しま

す。両社の強みを結集し、よ

り一層の効率経営とお客様ニ

ーズへの適切な対応を通じ

て、事業競争力の強化と企業

価値を増大させることを目的

としております。

(2)株式交換の日程 

平成19年２月22日（予定） 

株式交換契約承認臨時株主総

会（東京鋼鐵株式会社） 

 (注) 本株式交換は会社法第 

    796条第３項の規定に 

       基づき、当社において 

       は株主総会の承認を得 

       ることなく行なうもの 

       であります。 

平成19年３月31日（予定） 

株式交換の日

―――



 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

―――

 

(3)株式交換比率 

  下記のとおりであります。  

なお、株式交換比率は、算定

の前提となる諸条件に重大な

変更が生じた場合には当事会

社間の協議により変更するこ

とがあります。

会社名
当社 東京鋼鐵

(完全親会社) (完全子会社)

株式交換  
比率

1 0.228

  (注) １ 株式割当比率
       東京鋼鐵株式１株につ 
       き、当社株式0.228株を
       割当いたします。 
     ２ 株式交換に際して発行 
       する当社の株式数 
       平成18年３月末現在で 
       当社が保有する自己株 
             式197,700株の割当を行
             いますので、当該自己 
             株式を控除した普通株 
             式3,779,988株の新株発
             行を行ないます。 
   (4)株式交換交付金 
      株式交換交付金の支払はありま
    せん。

―――



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

資産の部 

  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 42 30 49

 ２ 受取手形 ※１ 70 83 137
 

 ３ 売掛金 18,469 29,274 22,467

 ４ 有価証券 42 42 42

 ５ 棚卸資産 7,826 7,422 6,816

 ６ 繰延税金資産 1,008 927 994

 ７ 預け金 ※２ 13,458 16,966 18,908

 ８ その他 ※３ 1,146 432 883

(流動資産合計) 42,064 42.7 55,179 49.5 50,299 47.0

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※４

  １ 建物 5,171 5,491 5,514

  ２ 機械及び 
    装置

12,440 11,312 11,747

  ３ 土地 25,257 26,443 26,332

  ４ その他 3,024 2,630 2,755

   有形固定資産 
   合計

45,892 46.6 45,878 41.2 46,349 43.3

 (2) 無形固定資産 180 0.2 242 0.2 290 0.3

 (3) 投資その他の 
   資産

  １ 投資 
    有価証券

7,205 7,484 7,705

  ２ その他 ※３ 3,101 2,716 2,351

  ３ 貸倒引当金 △22 △22 △22

   投資その他の 
   資産合計

10,284 10.5 10,177 9.1 10,034 9.4

(固定資産合計) 56,357 57.3 56,298 50.5 56,674 53.0

   資産合計 98,421 100.0 111,478 100.0 106,973 100.0



負債の部 

  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 7,601 11,467 7,747

 ２ 未払金 717 836 818

 ３ 未払法人税等 2,633 2,599 3,004

 ４ 修繕引当金 832 969 979

 ５ 役員賞与 
   引当金

20 ― 40

 ６ その他 ※５ 3,427 5,209 7,147

(流動負債合計) 15,232 15.5 21,082 18.9 19,738 18.5

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 2,522 2,576 2,766

 ２ 退職給付 
   引当金

1,399 1,378 1,389

 ３ 役員退職慰労 
   引当金

102 115 109

 ４ その他 34 122 120

(固定負債合計) 4,057 4.1 4,193 3.8 4,385 4.1

   負債合計 19,290 19.6 25,275 22.7 24,123 22.6



資本の部及び純資産の部 

  

 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成
比 
(％)

金額(百万円)
構成
比 
(％)

金額(百万円)
構成
比 
(％)

Ⅰ 資本金 8,769 8.9 ― ― 8,769 8.2

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 11,771 ― 11,771

  （資本剰余金 
   合計）

11,771 12.0 ― ― 11,771 11.0

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 527 ― 527

 ２ 任意積立金 39,832 ― 39,832

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

17,574 ― 20,987

  （利益剰余金 
   合計）

57,934 58.8 ― ― 61,347 57.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

766 0.8 ― ― 1,077 1.0

Ⅴ 自己株式 △110 △0.1 ― ― △116 △0.1

   資本合計 79,131 80.4 ― ― 82,850 77.4

   負債及び 
   資本合計

98,421 100.0 ― ― 106,973 100.0

Ⅰ 株主資本

 (1) 資本金 ― ― 8,769 7.9 ― ―

 (2) 資本剰余金

  １ 資本準備金 ― 11,771 11,771 ―

 資本剰余金合計 ― ― 11,771 10.5 ― ―

 (3) 利益剰余金

  １ 利益準備金 ― 527 ―

  ２ その他 
    利益剰余金
    特別償却 
    準備金

― 28 ―

    固定資産 
    圧縮積立金

― 4,389 ―

    別途積立金 ― 35,300 ―

    繰越利益 
    剰余金

― ― 24,589 64,308 ― ―

利益剰余金合計 ― ― 64,835 58.2 ― ―

 (4) 自己株式 ― ― △119 △0.1 ― ―

   (株主資本合 
      計)

― 85,257 76.5 ―

Ⅱ 評価・換算 
  差額等
 １ その他有価証 
   券評価差額金

― 946 ―

   (評価・換算差 
   額等合計)

― ― 946 0.8 ― ―

   純資産合計 ― ― 86,203 77.3 ― ―

   負債及び 
   純資産合計

― ― 111,478 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 34,975 100.0 38,923 100.0 74,021 100.0

Ⅱ 売上原価 26,149 74.8 30,296 77.8 56,320 76.1

   売上総利益 8,825 25.2 8,627 22.2 17,700 23.9

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

2,065 5.9 2,245 5.8 4,396 5.9

   営業利益 6,760 19.3 6,381 16.4 13,304 18.0

Ⅳ 営業外収益 ※１ 223 0.7 313 0.8 406 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２ 314 0.9 200 0.5 673 0.9

   経常利益 6,670 19.1 6,494 16.7 13,038 17.6

   税引前中間 
   (当期)純利益

6,670 19.1 6,494 16.7 13,038 17.6

   法人税、 
   住民税及び 
   事業税

2,434 2,619 5,007

   法人税等 
   調整額

28 2,462 7.1 △32 2,586 6.7 73 5,080 6.9

   中間(当期) 
   純利益

4,207 12.0 3,908 10.0 7,957 10.8

   前期繰越利益 13,367 ― 13,367

   中間配当額 ― ― 336

   中間(当期) 
   未処分利益

17,574 ― 20,987



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高 
(百万円)

8,769 11,771 11,771

中間会計期間中の変動額

 積立金の取崩（注） ― ― ―

 剰余金の配当（注） ― ― ―

 中間純利益 ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ―

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ―

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― ― ―

平成18年９月30日残高 
(百万円)

8,769 11,771 11,771

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計特別償却 

準備金
固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 
(百万円)

527 42 4,490 35,300 20,987 61,347 △116 81,772

中間会計期間中の変動額

 積立金の取崩（注） ― △14 △100 ― 114 ― ― ―

 剰余金の配当（注） ― ― ― ― △420 △420 ― △420

 中間純利益 ― ― ― ― 3,908 3,908 ― 3,908

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △3 △3

 株主資本以外の項目の中 
 間会計期間中の変動額 
 (純額)

― ― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― △14 △100 ― 3,601 3,487 △3 3,484

平成18年９月30日残高 
(百万円)

527 28 4,389 35,300 24,589 64,835 △119 85,257

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 
(百万円)

1,077 1,077 82,850

中間会計期間中の変動額

 積立金の取崩（注） ― ― ―

 剰余金の配当（注） ― ― △420

 中間純利益 ― ― 3,908

 自己株式の取得 ― ― △3

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△131 △131 △131

中間会計期間中の 
変動額合計（百万円)

△131 △131 3,353

平成18年９月30日残高 
(百万円)

946 946 86,203



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  (イ)子会社株式

    総平均法による原価法によ

っております。

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  (イ)子会社株式

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

  (イ)子会社株式

同左

  (ロ)その他有価証券

   ａ 時価のあるもの

     中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定)によっ

ております。

  (ロ)その他有価証券

   ａ 時価のあるもの

     中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定)によ

っております。

  (ロ)その他有価証券

   ａ 時価のあるもの

     決算末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定)によって

おります。

   ｂ 時価のないもの

     総平均法による原価法に

よっております。

   ｂ 時価のないもの

同左

   ｂ 時価のないもの

同左

 (2) 棚卸資産

   製品、半製品、原材料、貯蔵

品については、後入先出法によ

る原価法、仕掛品については、

個別法による原価法によってお

ります。

 (2) 棚卸資産

同左

 (2) 棚卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   平成10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備を除く)

については定額法、その他は定

率法によっております。

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

   定額法によっております。

   なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。

 (2) 無形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左



前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

 (2) 修繕引当金

   設備の定期的な修繕に備え

て、次回修繕見積金額と次回修

繕までの稼働期間を勘案して計

上しております。

 (2) 修繕引当金

同左

 (2) 修繕引当金

同左

 (3) 役員賞与引当金

   定時株主総会での承認を条件

に支給される役員賞与に備える

ため、当事業年度発生見込額に

基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しております。

 (3) 役員賞与引当金

   定時株主総会での承認を条件

に支給される役員賞与に備える

ため、当事業年度発生見込額に

基づき、当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上することとしておりま

す。 

 なお、当中間会計期間におい

て、役員報酬及び役員賞与の算

定及び支給方法を見直した結

果、当中間会計期間に係る負担

額はありません。

 (3) 役員賞与引当金

   定時株主総会での承認を条件

に支給される役員賞与に備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

   また、数理計算上の差異につ

いては、差異発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(７年)による按分額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。

 (4) 退職給付引当金

同左

 (4) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

   なお、数理計算上の差異につ

いては、差異発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(７年)による按分額をそれ

ぞれ発生の翌期から費用処理し

ております。

 (5) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支払に備

えるため、会社内規による必要

額を計上しております。

 (5) 役員退職慰労引当金

同左

 (5) 役員退職慰労引当金

同左

４ 消費税等の会計処理方法

  税抜方式

４ 消費税等の会計処理方法

同左

４ 消費税等の会計処理方法

同左

５ 税効果会計

  当中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当事業年

度において予定している利益処分

による圧縮積立金の積立て及び取

崩しを前提として、当中間会計期

間に係る金額を計算しておりま

す。

５ 税効果会計

  当中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当事業年

度において予定している圧縮積立

金の積立て及び取崩しを前提とし

て、当中間会計期間に係る金額を

計算しております。

５ 税効果会計

―――



会計処理の変更 

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

退職給付引当金 

 当中間会計期間より「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正」（企

業会計基準第３号 平成17年３月16

日）及び「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第７号 平

成17年３月16日）を適用しておりま

す。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益はそれぞれ12百

万円増加しております。

――― 退職給付引当金 

 当事業年度より「「退職給付に係

る会計基準」の一部改正」（企業会

計基準第３号 平成17年３月16日）

及び「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第７号 平成17

年３月16日）を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は25百万円増加

しております。

――― 貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会平成17年12月

９日企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は86,203百万円であ

ります。 

 当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中

間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作

成しております。

―――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

項目 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

※１ 受取手形 ―――  中間会計期間末日満期手

形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処

理をしております。 

 なお、当中間会計期間末

日が金融機関の休日であっ

たため、次の中間会計期間

末日満期手形が、中間会計

期間末日残高に含まれてお

ります。   

 

受取手形   21百万円

―――

※２ 預け金  新日本製鐵㈱連結ＣＭＳ

への参加に伴う預け金であ

ります。

同左 同左

※３ 前払年金費用 ―――  従来、流動資産の「その

他」に含めて計上していた

前払年金費用は、長期的な

性格を有するものであるの

で、当中間会計期間より、

投資その他の資産の「その

他」にて計上しております

（当中間会計期間末368百

万円）。なお、前中間会計

期間末残高は441百万円、

前事業年度末残高は447百

万円であります。

―――

※４ 有形固定資産か

ら控除した減価償

却累計額

38,799百万円 41,396百万円 40,050百万円

※５ 消費税等の取扱

い

 売上等に係る消費税等と

仕入れ等に係る消費税等を

相殺のうえ、流動負債の部

のその他に含めて表示して

おります。

同左 ―――

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

※１ この内、

   受取利息
32百万円 38百万円 71百万円

※１ この内、 

 受取配当金
163百万円 95百万円

※２ この内、

   支払利息
2百万円 8百万円 9百万円

減価償却実施額

 有形固定資産 1,602百万円 1,421百万円 3,246百万円

 無形固定資産 38百万円 47百万円 85百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  1,358株 

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末 

子会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

 
  

(2) 【その他】 

第29期(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)中間配当については、平成18年９月14日に取締

役会において、平成18年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 197,748 1,358 ― 199,106

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

――― 東京鋼鐵株式会社の完全子会社化に

ついて 

 当社は、平成18年10月26日開催の

取締役会において、平成19年３月31

日を株式交換の日として、東京鋼鐵

株式会社を完全子会社とする株式交

換契約を承認し、同日、締結いたし

ました。 

 なお、株式交換契約の概要につい

ては、「第５ 経理の状況 １ 中

間連結財務諸表等 (1) 中間連結財

務諸表 注記事項 （重要な後発事

象）」に記載の通りであります。

―――

① 中間配当の総額 673百万円

② １株当たり中間配当金 16円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成18年11月24日



第６ 【提出会社の参考情報】 

第29期中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

 
  

 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第28期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月29日 
関東財務局長に提出。

臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第
19号第２項第２号（募集によらないで
取得される有価証券の発行）及び第19
条第２項第６号の２（株式交換）の規
定に基づく臨時報告書

平成18年10月30日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

大 阪 製 鐵 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪製鐵株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、大阪製鐵株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正」及び

「「退職給付に係る会計基準」の一部改正に関する適用指針」を適用して中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  平 野   洋 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  矢 野 浩 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２０日

大 阪 製 鐵 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪製鐵株式会社の

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中

間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、大

阪製鐵株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載のとおり、会社は東京鋼鐵株式会社を完全子会社とする株式交換契約を平成１８年１０月２６日付で締結し

た。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

あ ず さ 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 髙 山 康 明 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 乾   一 良 

      

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 川 裕 康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 矢 野 浩 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２０日

大 阪 製 鐵 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪製鐵株式会

社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２８期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、大阪製

鐵株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正」及び「「退職

給付に係る会計基準」の一部改正に関する適用指針」を適用して中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  平 野   洋 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  矢 野 浩 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２０日

大 阪 製 鐵 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

私どもは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている大阪製鐵株式会社の

平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第２９期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、大阪製鐵株

式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３

０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載のとおり、会社は東京鋼鐵株式会社を完全子会社とする株式交換契約を平成１８年１０月２６日付で締結し

た。 

  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

あ ず さ 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 髙 山 康 明 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 乾   一 良 

      

み す ず 監 査 法 人 
  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 西 川 裕 康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 矢 野 浩 一 
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